
環境部における随意契約の実績　　（令和元年度3／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

1
環境保全
課

航空機映像自
動収録・情報公
開システム構
築委託業無

令和元年
10月18日

55,000,000
日本音響エンジニアリン
グ(株)

東京都墨田区緑1-21-10
第167条の２
第１項第２号

　現在、県及び関係市町村では、日本音響エ
ンジニアリング(株)製の航空機騒音自動監視
システムを運用しており、本委託業務で新たに
構築する映像自動収録機能については、騒音
の発生と同時に撮影を行うものであるため、既
存の同騒音自動監視システムに連動させる必
要がある。
　また、同自動監視システムの主要機器は特
許品等、同社のみが取り扱える製品で構成さ
れており、同システムと連結できるのは同社製
品に限定される。さらに、情報公開システムに
ついても同様に、同自動監視システムと連携さ
せる必要があり、同システムプログラムの著作
権を有する同社でなければ開発が困難であ
る。
　これらのことから、本件映像自動収録システ
ム等構築業務は、既存の機器及びシステムと
一体的な機能発揮が求められる密接不可分な
関係にあり、同社に履行させなければ既存の
機器及びシステムの円滑な運用に著しい支障
を生じ、又は障害発生時に責任の所在が不明
確になるおそれがある。

特命随意
契約

2
環境保全
課

令和元年度モ
ニタリングポス
ト保守点検等
委託業務

令和元年
10月１日

1,523,720
日立ヘルスケアシステム
ズ（株）九州支店

福岡県福岡市博多区比
恵町17-22

第167条の２
第１項第２号

　モニタリングポストの点検要領書は非公開で
あり、同機器を熟知した専門の技術者による、
専用の治具を用いた点検作業が必須であるこ
とから、同機器の製造業者である当該業者を
選定した。

特命随意
契約

3
環境保全
課

令和元年度国
設辺戸岬酸性
雨測定所測定
機器保守点検
委託業務

令和元年
12月９日

2,484,000 有限会社沖縄小堀電機 沖縄県浦添市伊祖3-1-7
第167条の２
第１項第２号

  保守対象機器は測定感度レベルが10億分の
１の精密機器であり、本機器の保守点検を実
施できる沖縄県内の事業者は製造メーカーの
提携会社である有限会社沖縄小堀電機のみ
である。

特命随意
契約

4
環境整備
課

廃棄物行政支
援データベース
システム構築
に係る管理支
援業務

令和元年
11月18日

4,415,660 (株)アイティメル沖縄
沖縄県浦添市伊祖３丁目
６番７号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ、左記業者１者から応募があった。選定委
員会において、企画内容、業務計画・遂行体制
等について審査したところ、左記業者が合格基
準を満たしており、契約の相手方として選定し
た。



環境部における随意契約の実績　　（令和元年度3／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

5
環境整備
課

令和元年度沖
縄県海岸漂着
物モニタリング
調査業務

令和元年
12月16日

9,980,000

日本エヌ・ユー・エス(株)・
(株)沖縄環境保全研究所
共同企業体
①日本エヌ・ユー・エス
(株)
②(株)沖縄環境保全研究
所

①東京都新宿区西新宿７
丁目５番25号
②沖縄県うるま市字州崎
７番地11

第167条の２
第１項第２号

　当該業務は、「マイクロプラスチック調査及び分析」及び
「海岸漂着物モニタリング調査」で構成されている。
　契約の相手方は、　「海岸漂着物モニタリング調査」に
ついて、平成22年度から平成28年度まで企画提案競争
（プロポーザル）方式による受注実績があり、当該業務の
内容を熟知している。また、　「マイクロプラスチック調査
及び分析」について、企画提案競争による受注実績があ
り、平成28年度にはマイクロプラスチックの簡易調査方法
の検討及びモニタリング調査と併せた調査の実施、平成
29年度には詳細調査方法の検討を実施しており、マイク
ロプラスチックの分布状況の分析について知見を有して
いる数少ない事業者であるとともに、平成29年度までに
実施した調査結果との比較検証が可能である。
　令和元年度事業では、近年世界的に海洋ごみ及びマイ
クロプラスチックに関する問題が話題になっている状況を
受け、過去の漂着状況及びマイクロプラスチック調査結
果との比較検証が必要であることから、契約の相手方に
よる体制で実施する必要がある。
　また、海岸漂着物は季節風や海流の影響により冬期に
多く漂着することから、モニタリング調査は12月～２月の
期間に実施する必要があり、契約の相手方は調査の実
施体制の構築及び調査結果の整理を迅速に行うことが
可能である。
　上記の理由により、本業務の目的を効率的かつ効果的
に達成するため、契約予定者と随意契約を行うこととす
る。

特命随意
契約

6
自然保護
課

令和元年度希
少野生生物保
護推進事業委
託業務

令和元年
12月２日

6,985,000
（株）沖縄環境保全研究
所

沖縄県うるま市字州崎7-
11

第167条の２
第１項第２号

　当該事業の実施にあたり、本県の自然環境
に関する専門的かつ最新の知見、高度な技術
力、関係者との調整力、調査手法やノウハウ
等を含め、総合的な企画能力が要求される。
そのため、事業の性質、目的等から判断して、
本事業は一般競争入札ではなく、プロポーザ
ル（企画提案競争）方式で業者選定を行った。

7
環境再生
課

平和創造の森
公園遊具設置
業務委託（R1）

令和元年
10月25日

1,878,800 (株)　新秀
沖縄県浦添市安波茶2丁
目21番2号

第167条の２
第１項第１号

　本業務は、遊具の撤去更新が主となる業務
であり、土木建築工事に準じて契約を行うこと
から、沖縄本島に存する土木一式工事の対象
業者３者から見積を徴収し、最低見積額の１者
を選定した。

8


